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第１章 総則 

（目的） 

第１条 この要綱は、本市における開発行為等について、関係法令に定めのあるも

ののほか、必要な事項を定めることにより、無秩序な開発を防止するとともに公

共施設及び公益施設（以下「公共公益施設」という。）の整備を促進し、良好な生

活環境の保全及び健全な都市環境の形成に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

（１）開発行為 都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」という。）

第４条第１２項に規定する開発行為をいう。 

（２）開発区域 開発行為等を行う土地の区域をいう。 

（３）事業者 開発行為等を施行する者をいう。 

（４）公共施設 法第４条第１４項に規定する公共施設をいう。 

（５）公益施設 上水道、教育施設、福祉施設、集会所、ごみ集積所その他居住

者の共同の福祉又は利便のために必要な施設をいう。 

（６）帰属 公共施設及び公共施設の用に供する土地の帰属並びに公益施設及び

公益施設の用に供する土地の寄附をいう。 

（適用対象） 

第３条 この要綱は、次に掲げる開発行為等に適用する。 

（１）法第２９条の規定による許可を受けて行うもの 

（２）前号に掲げるもののほか、市長がこの要綱による指導を必要と認めるもの 

（例規等の遵守） 

第４条 事業者は、この要綱に定めるもののほか、次に掲げる例規等を遵守しなけ

ればならない。 

（１）那珂市都市計画法の規定による開発行為の許可等の基準に関する条例（平

成２３年那珂市条例第３号） 

（２）那珂市都市計画法の規定による開発行為の許可等に関する施行細則（平成



２３年那珂市規則第９号。以下「市施行細則」という。） 

（３）茨城県が定める開発行為の技術基準（昭和５０年５月１日施行） 

（４）茨城県が定める茨城県開発審査会付議基準（昭和６２年４月１日施行）。た

だし、知事を市長と読み替えて市長が指定する指定既存集落、指定路線、指

定除外路線及び既設団地については、別表のとおりとする。 

（５）前各号に定めるもののほか、茨城県が定める開発行為等に係る審査、取扱

い及び技術に関する基準等 

（開発行為等の原則） 

第５条 開発行為等は、関係法令に適合するとともに、本市が定める土地利用に関

する計画又は公共公益施設に関する計画等に整合したものでなければならない。 

２ 開発行為等は、開発区域及びその周辺地域の地形、地質、交通、過去の災害等

の状況を調査し、がけ崩れ、土砂の流失、出水、地盤沈下その他開発行為等に起

因する災害が生じないよう計画したものでなければならない。 

３ 開発行為等は、開発区域の周辺地域における自然環境及び居住環境に配慮する

とともに、公共公益施設の整備状況に留意したものでなければならない。 

（公共公益施設の整備の原則） 

第６条 事業者は、開発行為等の規模、予定建築物の用途、開発区域の周辺の状況

等に応じ、公共公益施設を有効かつ適切に計画しなければならない。 

２ 開発行為等により必要となる公共公益施設の整備及びその用に供する土地の確

保は、原則として事業者の負担とするものとする。 

第２章 開発行為等の事前協議 

（事前協議） 

第７条 事業者は、次に掲げる開発行為等については、関係法令に基づく手続を行

う前に、開発行為等に関する事前協議申請書（様式第１号）を市長に提出し、本

市の土地利用計画等との整合性並びに公共公益施設の計画及びその設計、管理、

帰属等について協議をしなければならない。 

（１）法第２９条の規定による許可を受けて行う開発行為であって、開発区域の

面積が１，０００平方メートル以上のもの 

（２）その他市長が必要と認めるもの 

２ 市長は、前項の規定により提出された申請について、審査した結果を申請者に

通知するものとする。 

（開発行為事前審査会） 

第８条 市長は、開発行為等に適切な指導を行うため、必要に応じて関係課等によ

る開発行為事前審査会を開くものとする。 

２ 開発行為事前審査会に関し必要な事項は、別に定める。 

（協定の締結） 

第９条 市長は、第７条第１項の規定による協議（以下「事前協議」という。）が整

った場合には、法第３２条第１項の規定による同意に係る書面（市施行細則第５

条に規定する公共施設の管理者の同意書をいう。以下同じ。）を関係各課等におい

て交付するとともに、事業者と協議事項、公共公益施設の管理及び帰属等に関す



る事項等について、協定書を取り交わすものとする。 

２ 事業者は、法第３０条に規定する開発許可申請書を提出するときには、前項の

規定による協定書の写しを添付しなければならない。 

（計画変更の手続） 

第１０条 事業者は、第９条第１項の規定による同意に係る書面の交付を受け、協

定書を取り交わした後に、次に掲げる事項に変更が生じた場合は、法に基づく開

発行為の許可申請又は変更許可申請若しくは変更の届出の前に、改めて事前協議

を行わなければならない。ただし、市長が軽微と認める変更についてはこの限り

でない。 

（１）市が現に管理し、又は新たに管理することとなる公共公益施設 

（２）その他市長が必要と認める事項 

（計画取りやめの手続） 

第１１条 事業者は、事前協議中に当該開発行為等の計画を取りやめるときは、開

発行為等事前協議取下届出書（様式第２号）を、市長に提出するものとする。 

２ 事業者は、第９条第１項の規定による同意に係る書面の交付を受け、協定書を

取り交わした後に、当該開発行為等の計画を取りやめるときは、開発計画取りや

め届出書（様式第３号）を市長に提出するものとする。ただし、都市計画法施行

規則（昭和４４年建設省令第４９号）第３２条の規定による開発行為に関する工

事の廃止の届出書を提出した場合は、この限りでない。 

（有効期間） 

第１２条 第９条第１項の規定による同意に係る書面及び協定書は、交付した日又

は取り交わした日から起算して１年以内に法第３０条に規定する許可申請の手

続がされない場合には、その効力を失うものとする。ただし、市長が特別の理由

があると認める場合は、この限りでない。 

 

第３章 環境保全及び災害防止 

（環境の保全） 

第１３条 事業者は、開発行為等の施行に当たっては、地形、日照、通風、植生、

景観、電波障害、交通、排水等に十分配慮し、開発区域内及びその周辺地域の環

境の保全に努めなければならない。 

（敷地分割の規制） 

第１４条 事業者は、宅地分譲に係る開発行為等の場合は、敷地の区画が過小とな

らないよう配慮するとともに、法第３６条第３項の規定による工事の完了の公告

の日以後に、一宅地の面積が１６５平方メートル未満となるような区画の細分化

をしてはならない。ただし、市長がやむを得ない理由があると認める場合は、こ

の限りでない。 

（文化財等の保護） 

第１５条 事業者は、那珂市教育委員会の指示に基づき、開発区域における文化財

の保護に必要な措置を講じなければならない。 

２ 事業者は、開発行為等に係る工事の施工に伴い埋蔵文化財を発見したときは、



直ちに工事を中断し、現状を保存するとともに、那珂市教育委員会の指示に従い、

埋蔵文化財を保護するために必要な措置を講じなければならない。 

（公害の防止） 

第１６条 事業者は、開発区域内及びその周辺地域における振動、騒音、悪臭、日

照、大気汚染、水質汚濁、地盤沈下等の公害発生源の排除に努めるとともに、公

害防止について適切な措置を講じなければならない。 

（防災の対策） 

第１７条 事業者は、開発区域内及びその周辺地域において、必要な防災施設を設

けるとともに、隣接地等に災害又は交通障害を及ぼさないよう適切な措置を講じ

なければならない。 

２ 事業者は、開発行為等に係る工事の施工によって事故を起こし、又は起こすお

それがある場合は、当該工事の施工を一時中断し、その原因の除去、解決等に努

めなければならない。 

３ 事業者は、開発行為等に起因する災害が発生したときは、直ちに適切な措置を

講じるとともに、市長に報告しなければならない。 

（近隣住民への配慮） 

第１８条 事業者は、開発区域に隣接する土地及び建築物の所有者等にあらかじめ

開発計画を説明し、後日紛争が生じないように配慮しなければならない。 

２ 事業者は、事前協議が必要となる開発行為等においては、当該区域の自治会の

長にあらかじめ開発計画を説明するとともに、当該開発行為等により影響を受け

るおそれのある近隣住民から要求があるときは、説明会等の方法で、事業計画に

ついて説明しなければならない。 

３ 事業者は、近隣住民と紛争が生じたときは、誠意をもって話し合い、当該紛争

の解決に努めなければならない。 

（事業者責務） 

第１９条 事業者は、開発行為等の施行中又は完了後において、事業者の責に帰す

べき理由による災害、事故等が発生したときは、その責務において解決しなけれ

ばならない。 

第４章 工事完了及び帰属 

（公共公益施設の検査） 

第２０条 事業者は、第９条第１項の規定による協定書により市が管理することと

なる公共公益施設の工事の状況について、その状況を市長に報告し、完了検査及

び必要に応じて中間検査を受けなければならない。 

２ 事業者は、前項の規定による完了検査を受けるときは、公共公益施設工事検査

依頼書（様式第４号）を市長に提出するものとする。ただし、完了検査について

法第３６条第１項の規定による開発許可の工事完了届を提出した場合は、この限

りでない。 

３ 市長は、第１項の規定による完了検査の結果、その施工が事前協議の内容に適

合していると認めるときは、公共公益施設検査済通知書（様式第５号）により、

事業者に通知するものとする。ただし、法第３６条第２項の規定により検査済証



が交付されるときは、この限りでない。 

（公共公益施設の帰属） 

第２１条 開発行為等により設置された公共公益施設及びその用に供する土地は、

法第３６条第３項の公告の日の翌日又は前条第３項による公共公益施設検査済通

知書の交付の日の翌日において、無償で市に帰属するものとする。ただし、法律

に別段の定めのあるもの又は第９条第１項の規定による協定書において別に定め

たものについては、この限りでない。 

（帰属図書の提出） 

第２２条 事業者は、法第３６条第１項の規定による開発行為の工事完了届出書又

は第２０条第２項に規定する公共公益施設工事検査依頼書に併せて、公共公益施

設帰属願（様式第６号）に、公共公益施設に係る管理引継ぎ及びその用に供する

土地の帰属に必要な図書を添付の上、市長に提出しなければならない。 

２ 事業者は、市に帰属することとなる公共公益施設の用に供する土地の分筆登記

を行い、かつ、抵当権、質権、貸借権その他所有権以外の権利が設定されている

ときは、その権利を抹消又は消滅させた上で、前項の図書を提出しなければなら

ない。 

３ 事業者は、市に帰属することとなる公共公益施設の用に供する土地における隣

接地との境界には、あらかじめ、市長が指定する境界杭を設置しなければならな

い。 

（瑕疵
か し

担保期間） 

第２３条 市に帰属した公共公益施設の瑕疵
か し

担保期間は、重大な過失による場合を

除き、帰属がされた日から起算して２年間とし、その間に当該瑕疵
か し

によって生ず

る損害については、事業者がこれを補償しなければならない。ただし、市長と事

業者が特段の定めをしたときは、この限りでない。 

（市が管理を引き継がない公共公益施設の管理等） 

第２４条 第９条第１項の規定による協定書により、市が維持管理を引き継がない

こととされた公共公益施設は、事業者等が責任を持って維持管理しなければなら

ない。 

２ 事業者は、市に帰属されない公共公益施設及びその用に供する土地を買受者に

移管しようとするときは、当該公共公益施設及びその用に供する土地に係る権利、

その維持管理の義務、その他必要な事項を当該買受者に対して文書により明確に

知らせなければならない。 

第５章 補則 

（報告、勧告等） 

第２５条 市長は、この要綱の施行に必要な限度において、事業者又は開発行為等

の設計者若しくは工事施工者に対し、報告若しくは資料の提出を求め、又は必要

な勧告を行うことができる。 



（補則） 

第２６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 



別表（第４条関係） 

１ 指定既存集落 

集落名 集落の存する「大字」名 

額田 額田南郷、額田東郷、額田北郷 

静 静、下大賀 

備考 

１ 集落の存する「大字」内に含まれ、３ｈａの区域に２４戸以上の建築物が存

する地内を指定既存集落とする。 

２ 優良農地は、指定既存集落に含まれない。 

２－１ 指定路線（インターチェンジ周辺に係るもの） 

インターチェンジ名 指定区域 

常磐自動車道那珂 インターチェンジから１ｋｍ以内の区域 

備考 

１ 指定区域内のうち、前面道路幅員が９ｍ以上の区域が該当する。 

２ 市街化区域及び優良農地は、指定路線区域に含まれない。 

２－２ 指定路線（四車線以上の道路に係るもの） 

路線名 延長 始点 終点 

都市計画道路３．３．

７０（菅谷・飯田線） 
２．６km 後台駒潜交差点 

市道６－１５号（菅谷・市

毛線）交差部 

備考 市街化区域、優良農地及び高架部分は、指定路線区域に含まれない。 

２－３ 指定除外路線 

路線名 延長 始点 終点 

県道長沢水戸線 １．２km 
県道下宿常陸鴻巣停車

場線交差部 

市道８－２３６５号交差

部 

市道６－０３号及び

７－０３号 
１．９km 市街化区域界 

市道８－１７２８号交差

部 

主要地方道那珂湊那

珂線及び市道７－０

７号 

３．２km 国道１１８号交差部 市街化区域界 

市道６－０５号 １．７km 

主要地方道那珂湊那珂

線及び市道７－０７号

交差部 

市道６－２９号交差部 

 



３－１ 既設団地（市街化調整区域） 

 

３－２ 既設団地（市街化調整区域）として取扱うもの 

開発区域 事業主 団地名 用途 備考 

那珂郡那珂町大字福田字

新屋１０８０番１ 

茨城県住宅供

給公社 
福田団地 住宅団地 

３０区画 

面積 約 0.85ha 

 

 

 

 

開発区域 事業主 団地名 用途 備考 

那珂郡那珂町大字中台字

茶屋７６１番外 

（水戸市青柳町字池上） 

興民不動産 青柳宛 住宅団地  

那珂郡那珂町大字向山字

笠松１２２３番外７５筆 

那珂町長 笹

島栄次 

笠松工業

団地 
工業団地 

２２区画 

面積 121,021.65 ㎡ 

開発審査会 S56.1.12 



様式第１号（第７条関係） 

年  月  日 

 

開発行為等に関する事前協議申請書 

 

 那珂市長 様 

                事業者 住所 

                    氏名             ㊞ 

                    電話番号           
 

 次の計画について、那珂市開発行為等に関する指導要綱第７条第１項の規定によ

り事前協議を申請します。 

開発区域の位置  那珂市                    外   筆 

開発区域の面積                              ㎡ 

予定建物物の用途

及び概要 

用途               □自己用 □非自己用 

建築面積    ㎡、延床面積    ㎡、高さ  ｍ  階 

都市計画区域区分 □市街化区域 □市街化調整区域（法３４条 号     ） 

用途地域等  容積率／建ぺい率 ／   ％ 

開発区域内の都市

計画施設等 

公共下水道  □有 □無 

都市計画施設 □有 □無（施設名           ） 

その他の施設 □有 □無（施設名           ） 

工事予定期間 着手    年  月  日～完了    年  月  日 

工事施工者  

＜添付書類＞ 

 委任状、設計説明書（市施行細則様式第１号）、新たに設置される公共施設の管

理者等に関する書類（市施行細則様式第２号）、従前の公共施設の管理者等に関す

る書類（市施行細則様式第３号）、開発区域の土地明細表、土地登記事項証明書、

公図の写し、位置図、案内図、現況図、実測図、土地利用計画図、造成計画平面図

及び断面図、道路縦横断図、排水流域図、流量計算書、排水計画平面図、排水計画

縦断図、給水計画平面図、その他帰属に係る公共公益施設の詳細平面図及び断面図

、各種構造図、予定建築物平面図及び立面図、その他市長が必要と認める図書 

※提出部数 正本１部及び関係課等各１部 

受

付

印

 

 



様式第２号（第１１条関係） 

 

開発行為等事前協議取下届出書 

 

年  月  日 

 

 那珂市長 様 

事業者(申請者) 住 所             

氏 名           ㊞   

連絡先             

 

     年  月  日付け(受付第   号)開発行為等に関する事前協議申請

書に係る開発行為等に関し、当該開発行為等の計画を取りやめ、事前協議を取り下

げたいので、那珂市開発行為等に関する指導要綱第１１条第１項の規定により、次

のとおり届け出ます。 
 

開 発 区 域 の位 置  那珂市 

開 発 区 域 の面 積                      ㎡ 

取 下 げ の 理 由   

 

 



様式第３号（第１１条関係） 

 

開発計画取りやめ届出書 

 

年  月  日 

 

那珂市長 様 

事業者(申請者) 住 所             

氏 名           ㊞   

連絡先             

 

     年  月  日付けで那珂市開発行為等に関する指導要綱第９条第１項

の規定による同意に係る書面の交付を受け、協定書を取り交わした開発行為等につ

いて、当該開発行為等の計画を取りやめたいので、那珂市開発行為等に関する指導

要綱第１１条第２項の規定により、次のとおり届け出ます。 
 

開 発 区 域 の位 置  那珂市 

開 発 区 域 の面 積                     ㎡ 

事前協議申請受付      年  月  日 受付第    号 

取 り や め の 理 由   

 



様式第４号（第２０条関係） 

 

公共公益施設工事検査依頼書 

 

年  月  日 

 那珂市長 様 

（     扱い） 

届出者 住 所             

氏 名            ㊞  

連絡先             

 

 次の開発区域に係る開発行為(    年  月  日付け許可番号第   号)

等に関し、那珂市が管理することとなる公共公益施設の工事について、那珂市開発

行為等に関する指導要綱第２０条第２項の規定により検査を依頼します。 

 

１ 開発区域の位置  那珂市 

２ 開発区域の面積                      ㎡ 

３ 事前協議申請受付     年  月  日   受付第   号 

４ 公共公益施設 

施設名 箇所数 面積・延長等 備考 

    

    

    

５ 添付書類 

（１）公共公益施設竣工図 

（２）工事写真（工種及び工程ごと） 

（３）公共公益施設用地求積図（施設の区域界を明示) 

（４）その他検査に必要な図面 

 



様式第５号（第２０条関係） 

第     号 

年  月  日 

 

            様 

那珂市長          □印   

        

 

公共公益施設検査済通知書 

 

     年  月  日付けで依頼のあった公共公益施設工事完了検査を実施し

た結果、申請内容に適合していると認められるので、那珂市開発行為等に関する指

導要綱第２０条第３項の規定により通知します。 
 

開発区域の位置  那珂市 

事前協議申請受付      年  月  日  受付第   号 

開 発 許 可 番 号      年  月  日    第   号 

検 査 年 月 日      年  月  日 

公共公益施設名  

 



様式第６号（第２２条関係） 

公共公益施設帰属願書 

年  月  日 

 那珂市長 様 

申請者 住 所             

氏 名             ㊞ 

連絡先             

 

 那珂市             に係る開発行為（    年  月  日付

け許可番号第   号）等の工事が完了しましたので、    年  月  日付

けで取り交わした協定書に基づき、次の公共公益施設を那珂市に無償で帰属します。 

１ 市に帰属する公共公益施設 

施設名  箇所数  面積等 付属施設等  備考  

     

２ 市に帰属する公共公益施設の用に供する土地 

施設名 
土地の表示 

備考 
所在 地番 地目 地積(㎡) 

      

      

      

３ 添付書類 

（１）登記承諾書兼登記原因証明情報（別記） 

（２）印鑑証明書及び資格証明書 

（３）帰属に係る土地明細書及び登記事項証明書 

（４）分筆後の土地の公図（区域界、帰属部分を明示） 

（５）公共公益施設用地求積図（確定測量図と兼用可） 

（６）土地利用計画図（区域界、帰属部分を明示） 

（７）その他管理を引継ぐ市担当課等が必要とする書類及び図面 

※検 査 済 年 月 日      年  月  日 第    号 

※ 完 了 公 告 年 月 日      年  月  日 

※帰 属 年 月 日      年  月  日 

備考 

１ 添付書類（４）から（７）までについては、公共公益施設ごとに作成するこ

と。 

２ ※印の欄は、記入しないこと。 



別記 

 

登記承諾書兼登記原因証明情報 

 

下記記載の土地は、都市計画法第４０条第 項の規定により  年  月  日

をもって那珂市に帰属しました。よって、本件不動産の所有権は、同日、那珂市に

移転しました。 

つきましては、この土地に対し所轄登記所へ所有権移転の登記を嘱託することを

承諾します。 

 

  年  月  日 

 

登記義務者 

 

住 所 

 

氏 名            ㊞ 

 

那珂市長      様 

 

記 

 

不動産の表示 

 

 那 珂 市  
 
 

大 字 
 
字 

 
地 番 

 
地 目 

 
地 積（㎡） 

 

       

       

       

       

      

 


